
４．サンゴ礁の保全活動





 
 

4.2 現場における保全活動の進め方 

保全活動では、サンゴの成育阻害要因を特定し、それらを除去・緩和することが重要で

す。多くの場合、阻害要因は複合していますので、以下に示すような順応的な考え方で保

全活動を進めましょう。 

 

4.2.1 順応的管理で進める保全活動 

サンゴ礁の阻害要因を推定し、対応策を実施します。その効果が得られない場合は、他

の阻害要因に対して、対策を行い、効果が得られたら、回復すべき規模を拡大しましょう。

このように保全活動は順応的に実施することが効果的です。 

【解説】 

サンゴ礁の衰退には様々なストレスが複雑に絡み合い、確実な回復手法が見出しにくい

のが現状です。このような不確実な問題に対しては、「順応的管理手法」によって解決策を

見出して行きます。順応的管理では、その時点で考えられるサンゴの成育阻害要因を推定

し、それを除去・緩和する対策を小規模で良いので、漁業者が関係者や専門家と協同で実

施します。そして、定期的にモニタリングを行い、結果が良好であれば、さらに段階的に

規模を拡大しながら対策を行います。もし、結果が予想と異なるようであれば、サンゴの

成育阻害要因や対策の見直しを行い、軌道修正をしながら、最も望ましい対策を実施して

いくことが重要です。 

 

図 4.2 順応的に進めるサンゴ礁回復 
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4.2.2 保全活動を継続させる体制づくり 

サンゴ礁の保全活動では、漁業者が主体となり、研究者(専門家)、行政、地域住民、NPO、

ダイビング業者等の協力を得ながら進めましょう。 

【解説】 

図 4.3 の「まず、計画をつくろう」は、フロー図（図 4.2、図 4.4）の「Ａ 衰退の感知」

→「D 対策手法の検討」に対応します。ここでは、回復させようとするサンゴ礁の環境条件、

サンゴ成長阻害要因、必要な労力・経費などを考慮して、回復目標や要素技術を検討します。こ

のため漁業者が主体となって、研究者（試験研究組織等の専門家）や行政担当者のサポートを得

ながらワークショップを開催し、それぞれの役割をもって保全計画をつくります（表 4.1）。こ

の段階から地域住民や NPO、ダイビング業者等と情報を共有しておくと、その後の協力が得や

すいでしょう。 

 「対策に取り組もう」は、フロー図の「E 対策の実施」と対応します。保全活動の実施

には、多くの知識、技術、人手が必要です。力を合わせて取り組みましょう。 

 「必ず効果を確認しよう」は、フロー図の「F モニタリング」、「G 目標達成の判定と

フィードバック」に対応します。ここでは、漁業者、研究者・専門家等が、対策の効果を

科学的に評価し、対策のさらなる推進や見直しを行います。ここで得られた知見は、行政

担当者、地域住民、NPO、ダイビング業者等に報告し、情報を共有することが必要です。 

 

 
図 4.3 漁業者が中心となって進めるサンゴ礁保全活動の実施体制 
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4.2.3 保全活動のフロー 

サンゴ礁の保全活動は、図 4.4 に示す保全活動のフローにしたがって対策を実施します。 

【解説】 

サンゴ礁の保全活動は、順応的に進めることが大切です。先に示した図 4.2 の考え方に

沿って、サンゴの成育阻害要因ごとに対策を整理すると図 4.4 のようになります。 

 

A サンゴの衰退の感知 

対象とするサンゴ礁において、どの範囲のサンゴがどの程度衰退しているかを知り、対象

域を限定します。 

B 現状把握（阻害要因の特定） 

 サンゴ礁の回復を行う区域において、現状把握とともにサンゴの成育を阻害している要因

を明らかにします。この要因を除去・緩和することが対策となります。サンゴの成育阻害要

因が判りづらい場合は、健全なサンゴ礁の環境要因（底質、透明度、懸濁物質・浮泥、水温、

流動、捕食生物）と比較して、阻害要因を特定します。 

C 計画づくり 

 対象区域の現状把握ができたら、対策を実施するための保全目標等を設定します。 

D 対策手法の検討 

 B の阻害要因の特定で得られた結果を踏まえ阻害要因を除去・緩和する手法を選定します。

阻害要因が複数の場合は、複数の対策を検討します。 

E 対策の実施 

 物理環境、生物環境あるいは地域性、経済性、さらに対策を実施する漁業者・ダイビング

業者の能力、人数を考慮して対策技術を選定します。土木的な工事が必要となる場合は、市

町村や県の担当者と良く協議して決定します。また、波浪等の自然条件、実施の時期、規模

等においても十分配慮します。 

F モニタリング 

 回復状況をモニタリングをします。サンゴの成長や回復には時間がかかるので、単年度で

はなく、数年継続してモニタリングを実施します。 

G 対策の評価 

 モニタリングの結果から、目標を達成できているか判定します。目標を達成できている場

合は、その後も日常的にモニタリングを実施しサンゴの成育状況を確認します。また、E の対

策に効果がみられる場合には、目標に向かって継続的に対策を行います。もし、成果がみら

れない場合は、B に戻り原因を究明し、C の計画を見直し、D 対策手法を再検討します。 
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4.3 サンゴの衰退の感知（Ａ） 

サンゴの衰退は海底景観を見て判断します。 

【解説】 

 漁業者やダイビング業者は毎日の生業を通じて、海の変化を敏感に感じることができま

す。サンゴの白化や食害など、サンゴ礁に異変を感知したら、なるべく早いうちに対策を

講じる必要があります。サンゴ礁の異変を把握するには、海底景観の定期的な観察と写真

撮影が役に立ちます。特に、健全なサンゴの状態を写真に撮影しておくと、今後の保全活

動の目標を決定する際に参考となります。 

 
写真 4.1 健全なサンゴ群集 
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4.5 計画づくり（C） 

サンゴの阻害要因を除去・緩和する対策手法の計画づくりは、実現可能な保全目標を設

定し、その成果を確認しながら徐々に対策の規模を拡大して行くようにします。 

【解説】 

現況把握（Ｂ）により、サンゴの成育阻害要因を特定した上で、その要因を除去・緩和

する対策を行うための計画をつくります。計画づくりを進めるにあたっては、漁業者やダ

イビング業者、地域住民などとの合意形成を得ながら、保全目標を設定するとともに、対

象とするサンゴの種類や実施場所の選定、目標が達成できる対策手法を検討します。 

保全目標の設定では、まず短期間に効果が把握できる保全目標を設定します。例えば、

オニヒトデの食害が原因であれば、「この 3 年間に 50×50m の範囲のオニヒトデを徹底

的に除去して、サンゴへの食害をゼロにする」ことを目標とします。ここで言う、短期間

が「3 年間」、実現できる範囲が「50×50m の範囲」、「オニヒトデの徹底除去」が取り組

む活動内容となります。実現できる範囲については、活動予算や参加人員、参加者の能力

を考慮して範囲を決めましょう。 

目標値は、この場合であれば「サンゴへの食害をゼロにする」ことです。目標値はでき

るだけ明確にしておくと、目標達成の判定（G）を適切に行うことができます。目標が達成

できた場合には、同じ要領で保全目標を再設定し、対策の規模を広げて行きましょう。例

えば、「これまでの成果を踏まえ、次の 3 年間は 100×100m の範囲のオニヒトデを徹底

的に除去して、サンゴへの食害をゼロにする」、あるいは「これまでの成果を踏まえ、次の

3 年間は 50×50m の範囲のサンゴへの食害をゼロにするとともに、新たにサンゴ移植を

実施して、現在の被度 10％から 30％までに向上させる」などが、新しい目標設定となり

ます。 
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